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自己紹介

丹羽 弘善 Niwa Hiroyoshi

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社

執行役員 Sustainability Unit Leader

製造業向けコンサルティング、環境ベンチャー、商社との排出権JV取締役を経て現職。東京大学大学院

新領域創成科学研究科 先端エネルギー工学専攻 山地・藤井研究室卒。気候変動関連のシステム

工学・金融工学を専門とし、政策提言、企業向けの気候変動経営コンサルティング業務に従事

◼主な業務

✓ TCFDガイダンス構築支援（経済産業省），TCFD実践ガイド構築支援（環境省）

✓ TCFDシナリオ分析／シナリオプランニング（民間多数）

✓適応ビジネス／ファイナンス関連業務（国立環境研究所）

✓プラスチック資源循環小委員会事務局（環境省、経済産業省） 他

◼主なセミナー講演・寄稿

✓ 「グリーン・トランスフォーメーション戦略」（日経BP 2021年10月）

✓ 環境省「民間企業の気候変動適応の促進に関する検討会（2021）」委員

✓ 農林水産省 第6回あふの環勉強会講師（ESG情報開示基準等の動向と課題～持続可能な食料・農林水産業へのヒント～）」

（2021.7）

✓ 【環境省セミナー】民間企業の気候変動適応実践プログラム（セミナー編）（2023年1月11日）ファシリテーター

✓ 「EU日本 気候変動政策シンポジウム」（IGES）、「TCFDを経営に生かす」（日経ESG 2019年2月）その他、メディアへの寄稿、セミナー講演多

数。
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企業開示における水害リスク評価の具体的な実施方法

水害リスク分析における課題と手引きへの期待
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【TCFDシナリオ分析における事業インパクト評価の位置づけ】

それぞれのシナリオが、組織の戦略的・財務的ポジションに対して与えうる影響を評価

組織に関連する

移行リスク・物理的

リスクを包含した

複数のシナリオ

事業インパクト：

• 投入コスト

• 事業コスト

• 収益

• サプライチェーン

• 営業停止

• タイミング

対応策

• ビジネスモデル変革

• ポートフォリオ変革

• 能力や技術への投資

市場変化・

技術変化
評判

政策と法律
物理的

リスク

リスク重要度の評価 シナリオ群の定義 事業インパクト評価 対応策の定義

ガバナンス整備

文書化と情報開示

1

6

2 3 4 5

戦略策定やリスク管理プロセスにシナリオ分析を組み込む。関連する取締役会等の監視を行う。

巻き込むべき内外のステークホルダーと巻き込み方を特定する

現在及び将来に想定される、

組織が直面する気候変動リスクと

機会は何か？それらは将来に

重要となる可能性があるか？

組織のステークホルダーは

関心を抱いているか？

いかなるシナリオ（と物語）が

組織にとって適切か？

入力変数と仮定、分析手法を

検討する。いかなるシナリオを

参照すべきか？

それぞれのシナリオが組織の

戦略的・財務的ポジションに

対して与えうる影響を評価する。

感度分析を行う

特定されたリスクと機会を

扱うために、適用可能で

現実的な選択肢を特定する。

戦略的・財務的な計画に

いかなる修正が求められるか？

プロセスを文書化する。関連組織とコミュニケーションをとる。主要な入力変数、仮定、

分析手法、結果、とりうる経営上の選択肢について、情報開示する準備を整える

（赤字＝各ステップの検討ポイントは本支援事業を踏まえて追記）

業界・自社目線の

取捨選択！

読み手目線での

情報開示！

経営層・事業部の

巻き込み！

一定の前提下での

将来世界の鮮明な認識！
数値の精度を

追求しすぎない！

複数シナリオへの

幅広な“構え”！

出所:シナリオ分析に係る技術的補足書（”TCFD  Technical Supplement: The Use of Scenario Analysis in Disclosure of Climate-related Risks and Opportunities”(2017.6)）より和訳
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純利益
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【事業インパクト評価の概観】

P/LやB/Sへのインパクトの整理、試算、成行の財務項目とのギャップの把握を実施

リスク・機会が影響を及ぼす

財務項目を把握

気候変動がもたらす事業インパク

トが自社のP/L・B/Sのうち、どの財

務項目に影響を及ぼすかを整理

第一段階

算定式の検討と

財務的影響の試算

試算可能なリスクに関して算定式

を検討し、内部情報を踏まえて

財務的影響を試算

第二段階

成行の財務項目との

ギャップを把握

試算結果を元に、将来の

事業展望にどの程度のインパクト

をもたらすかを把握

第三段階

凡例 ：事業インパクト

：使用する内部情報（例）

気候変動による事業収益の変化（例）

規制強化による

プラント発注の減少率

（％）

プラントの収益

（円/年）

CCUS市場の拡大

による収益の増加率

（％）

CCUSの利益

（円/年）

算定式の認識を事業部や、2周目以降の

場合は経営層等と合わせることも重要

物理的リスクによる被害

（例：洪水被害）

炭素税の増減（例）

Scope1,2排出量

への炭素税

（円/t-CO2)

Scope1,2排出量

（t-CO2)

気候変動による原材料調達費用の変化（例）

鋼材の

価格高騰率

（％）

鋼材のコスト

(円/年）

洪水の頻度増加による

被害額の増加率
（％）

過年度の洪水

被害額
（円/年）
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【手法①：環境省TCFDガイド】

異常気象の激甚化によるコスト増について、1日あたりの操業停止による被害額を

算出した上で、発生頻度の増加率や発生確率を用いて、被害額を算出可能

洪水による操業停止の被害額

洪水による被害額
（億円）

発生頻度の

増加率
（倍）

発生確率
（倍）

洪水発生時の

総被害額
（YY億円）

1日あたりの被害額
（XX億円）

売上
（億円）

営業利益率
（％）

営業日数
（日）

浸水深レベル

（ハザードマップ）
自社拠点数 最大操業停止日数 発生時の被害額

5m-10m 1拠点 45日 1拠点 × 1日あたりの被害額（XX億円） × 45日

3m-5m 2拠点 32日 2拠点 × 1日あたりの被害額（XX億円） × 32日

0.5m-3m 0拠点 20日 0拠点 × 1日あたりの被害額（XX億円） × 20日

0.5m-1m 2拠点 12日 2拠点 × 1日あたりの被害額（XX億円） × 12日

0.5m未満 4拠点 6日 4拠点 × 1日あたりの被害額（XX億円） × 6日

洪水発生時の

被害額を合算し、

総被害額YY億円

を算出

対象拠点数
（拠点）

各浸水深レベル別の洪水発生時における推定被害額

出所：環境省 TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド 2021年度版～
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【手法①：開示事例（JR東日本）】

河川氾濫にる財務影響について、影響が想定される路線情報や国から公表されている

浸水想定区域図等の外部情報を用いて定量的に試算、試算結果をシナリオ別に開示

出所：JR東日本グループレポート2022

✓ 評価対象として選定した河川について、計画規模降雨による氾濫が発生した場合に想定される財務影響を定量的に評価

✓ 試算方法については、主要路線の資産額や、罹災に伴う計画運休、復旧に要する期間に応じた旅客収入の逸失、駅や線

路などの鉄道資産の復旧費用に基づくと記載している

https://www.jreast.co.jp/eco/pdf/pdf_2022/all.pdf
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【手法②：環境省TCFDガイド（金融セクター向け）】

金融機関向けでは、データ収集、データに基づく洪水被害の有無と浸水深の把握、想定浸

水深に基づく被害推計、金融機関としてのリスク評価（与信コスト等の計量）を行う

出所：環境省 「TCFD提言に沿った気候変動リスク・機会のシナリオ分析実践ガイド（銀行セクター向け）ver.2.0」
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【手法②：開示事例（みずほフィナンシャルグループ）】

事業インパクト評価では、シナリオ別に与信コストを定量的に分析。

財務への影響は限定的であると記載することで、レジリエンスを示唆

出所：みずほフィナンシャルグループ「TCFDレポート2022」

✓ リスクによる財務的影響を定量的に記載、与信コストの試算結果をシナリオ別に示す

✓ 財務への影響は限定的と記載することで、企業がリスクに対してレジリエントであることも明記されている

https://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/report/pdf/tcfd_report_browsing_2022.pdf
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【手法③：Climate Value-at-Risk（Climate VaR）】

シナリオ分析の結果、重要セクターの企業の財務悪化が想定される場合、

スコアリングモデルによる内部格付の悪化を通じた与信コスト等への影響が想定される

出所：MSCI Climate Value-at-Risk POWERING BETTER INVESTMENT DECISIONS FOR A BETTER WORLD等より作成

＞

損失額

現時点
のEL

移行リスクによる
財務インパクト
反映後のEL

現時点
の99%VaR

移行リスクによる
財務インパクト反映後

の99%VaR

現時点の
損失分布

移行リスクによる財務インパクト反映後の損失分布

• 財務インパクト反映後の財務指標をスコアリングモ
デルに投入し、スコアリング結果から「財務インパクト
反映後の内部格付」を推計

• 「財務インパクト反映後の内部格付」に基づいて融
資先のPDを設定し、損失分布を推計

• 現時点のEL・99%VaRとの差異がシナリオ顕在化
時の「移行リスクによる財務インパクト反映」後の与
信コスト等への影響と考えられる

上記差異の規模の水準から、内部管理上、
中長期的な資本十分性を検討

𝐹𝐶𝐹0は現時点(𝑡=0)のフリーキャッシュフロー

𝑔̅𝑡は𝑡年における気候変動を考慮しない場合の経済成長率（GDP成長率）

𝑔𝑡𝑐は𝑡年における気候変動を考慮した場合のGDP成長率

• 物理的リスクについては、現状講じられている温暖化対

策に関係なく、現在から 2030年まではこれまでと同じ速

度で気温の上昇は進むと予想される

• したがって、何も対策が行われないBAUシナリオのもと、

初期の15年間に限り、Climate VaR（%𝐶𝑉𝑎𝑅の平均

値と95%信頼性水準）を求めることとしている

• 物理的リスクの平均値と95%信頼性水準は、モンテカル

ロ・シミュレーション（MCS: Monte Carlo 

Simulation）から求めた%𝐶𝑉𝑎𝑅の確率分布から算定

される

移行リスクによる財務インパクトに基づく与信コスト等への影響推計の考え方

発生頻度
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【手法③：開示事例（Aviva Investors）】

UNEP FIのパイロットを踏まえて、CVaRでシナリオ分析を実施。

出所：Aviva Investors “2020 Climate-related financial disclosure”, University of Cambridge ”ClimateWise Transition Risk Framework” ”ClimateWise Physical Risk Framework”

◼ Climate VaRにて、気候変動リスクを評価（UNEP FI

のプロジェクトで開発）

◼ Climate wiseのフレームワーク、MSCI のメソドロジー（ス

コープ3、エネルギー会社、環境保護団体への配慮、移行

にかかる費用を消費者に転嫁することや河川氾濫）を導

入し改良

◼ 4℃シナリオでは、物理的なリスクが支配的で、以下のよ

うなマイナスの影響を与える

✓ 株式、社債、不動産の長期投資収益率

✓ 不動産ローン、ソブリンエクスポージャー 積極的な緩和策

◼ 1.5℃シナリオと2℃シナリオは、唯一アップサイドの可能

性があるシナリオである

◼ 物理的リスクの影響はより限定的であるが、移行リスクの

ダウンサイドリスクは依然として存在する。特に炭素集約

的なセクター（例えば、“Carbon intensive sectors”、

電力会社）からの長期的な投資リターンに対する移行

期の政策行動の結果が想定

◼ これは、以下のように相殺

✓ 一部の部門（例：新技術,自動車セクター）からの収益
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企業開示における水害リスク評価の具体的な実施方法

水害リスク分析における課題と手引きへの期待
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【課題と期待】

国内外における分析の高度化や分析結果の開示に関する指針をご議論いただきたい

ハザードマップ（拠点単位）を起点とした将来予測の拡充が必要

◼ 拠点の浸水深に関する将来予測値（パラメータ/文献）が確認出来ないため、一定補正を実施

➢ 例：洪水発生頻度の増加率（XX-XX年から2倍、大雨の増加率等）や将来の影響度の変化

（洪水により被害を受ける人口や都市の資産 等）をもとに補足

◼ 河川によりハザードの確率規模が異なるため、複数地域を、単一規模で評価することはできない

◼ ある確率規模の浸水深が気候変動によって、どの程度増加するか確認できない

分析の解像度の向上

海外ではハザードマップ等が整備されておらず、拠点単位で浸水深の取得が困難

◼ Aqueduct（WRI）による浸水リスクの変化（洪水により被害を受ける人口や都市の資産 等）の

取得は可能

◼ 一方で、拠点の浸水深が取得できず、国内ほどの分析精度は確保できない

海外における

分析精度の向上

より効果的・簡易的にリスクを評価し、企業経営に組み込むことが必要

◼ ハザードマップにおける計画規模の洪水は、一般的に100年に一度の割合で発生することを想定してお

り、その発生確率を踏まえて、どのように企業経営のリスクとして把握し、対応策を講じるべきか

◼ 企業の調達戦略等を鑑みると、水害によるサプライチェーンの断絶リスクを把握し、対策を講じる必要が

あるが、リスクを網羅的・効率的に把握することが現状は困難

よりプラクティカルな

リスク評価方針の整備

企業の関心や実務面では、洪水に加えて、渇水を含む水ストレスや水リスクという枠組みでのリスク評価に対するニーズも高い
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【参考：開示事例（キリンホールディングス）】

事業インパクト評価では、渇水による影響も企業の関心の高い項目である。

浸水深のような定量的な指標がない中で渇水の被災シナリオは各社で設定している状況

出所：キリンホールディングス シナリオ分析（TCFD）

✓ 渇水により給水制限が発生した際のシナリオを仮定し、操業停止の財務インパクトを試算

✓ 水ストレス地域での渇水による水リスクについては、洪水リスクと同程度に関心の高い項目であり、多く

の企業がAqueduct等を用いて簡易評価しているが、定量的なリスク把握が課題

https://www.kirinholdings.com/jp/impact/env/tcfd/
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